
令和元年９月４日
財       政       課 

（単位：千円）

（１）子どもや地域の安全・安心確保
　○ 　　子どもの安全確保と地域防犯力の強化に関する有識者会議の開催 1,000

　○ 　　防犯活動スキルアップによる地域防犯力強化事業 1,800

　○ 　　未就学児の安全・安心を守る出前講習の実施 1,000

　○ 　　私立幼稚園防犯カメラ等設置促進事業 1,500

　○ 　　県立高校防犯対策事業 7,150

　○ 　　特別支援学校通学バス緊急防犯対策事業 500

　○ 　　通学路における子どもの安全確保対策事業 500

　○　　未就学児等のための道路交通安全緊急対策事業 100,000

　○　　交通安全施設（信号機）の改良 40,000

　○ 　　駐在所安全対策事業 30,000

令和元年度 ９月補正予算案の概要（ポイント）

～ 一般会計総額１１４億７千万円の補正 ～

１ 安全・安心の確保

２ 人材確保・県民活躍の推進

３ 観光振興、魅力あるまちづくり、空港の利用促進

４ 地域産業の活性化と農林水産業の振興
５ スポーツ・教育・文化の振興

６ 医療・福祉の充実と環境の保全

７ 社会基盤、生活基盤の整備
８ その他

新

・駐在所の安全対策強化のため、モニター付きの防犯カメラを整備するもの

新

・県立高校の生徒の安全確保のため、防犯カメラを一斉整備するもの

新

・通学路において子どもへの犯罪の前兆事案が発生した際、その周辺に設置する可搬式捜査用カメラを整備するもの

新

・保育所・幼稚園等で施設職員や保護者等に対し、子どもに係る防犯や交通安全に関する出前講習を実施するもの

・歩行者の安全対策のため、信号機の緊急的な改良として歩行者用灯器や右折矢印灯器の増灯を行うもの

拡

新

・県立特別支援学校のスクールバスに防犯備品として催涙スプレーと拡声器を配備するもの

新

・私立幼稚園の安全確保のため、防犯カメラ等の設置に対して支援するもの（幼稚園負担額の1/2、補助上限30万円）

１ 安全・安心の確保

新

・ホットスポット・パトロールに着目した防犯ハンドブックを作成・配布するとともに、実践講座を開催するもの

・未就学児等の安全対策のため、保育所等周辺の交差点における防護柵設置等を行うもの

新

新

・子どもの安全確保と地域の防犯力の強化を図るため、有識者による検討を行うもの
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（２）豚コレラ緊急対策
　○ 　　豚コレラ緊急対策事業 24,589

（３）災害対策
　○ 　　原子力災害時避難円滑化モデル実証事業 100,000

　○ 　　災害情報通信システム強化対策事業 5,461

（単位：千円）

　○ 　　「とやま未来創造青年プロジェクトチーム」開催事業 1,000

　○ 　　移住・Ｕターン女子トーク事業 2,000

　○ 　　関西・北陸ＵＩＪターン促進事業 2,000

　○ 　　保護者向け就職セミナー開催事業 1,500

　○ 　　教員UIJターンセミナー開催事業 2,500

　○ 　　教員養成講座の開設 2,000

　○ 　　移住支援金ＰＲ事業 4,000

　○ 　　とやま移住・応援人口創出事業 1,000

　○ 　　クラウドファンディング活用　発展型継業・起業支援事業 2,000

　○ 　　女性就業支援センター機能強化事業 1,000

　○ 　　外国人材とのコミュニケーション支援事業 1,000

　○ 　　外国人相談体制強化事業 750

新

・水害・土砂災害の防災情報における「警戒レベル」運用開始に伴い、県総合防災情報システムの改修等を行うもの

新

・次期「とやま未来創生戦略」策定にあたり、若い世代の意見を幅広く聴くためのプロジェクトチームを設置するもの

新

・避難退域時検査場所候補地である氷見運動公園の検査場の整備や避難経路の改善工事を実施するもの

新

・野生いのししの捕獲強化のため、捕獲強化活動費の上乗せ、検査提供経費への支援等を行うもの

新

・関西や北陸の大学において、学生と本県企業社員との座談会等を開催するもの

・富山を応援する人材を創出し移住促進を図るため、社会人対象のフィールドワークを実施するもの

２ 人材確保・県民活躍の推進

新

・富山大学において、大学生の保護者を対象とした就職セミナーを開催するもの

新

・移住支援金制度による移住者の増加を図るため、制度の広報を強化するもの

新

・優秀な教員の確保のため、教員志望者に教員としての心構えや授業づくりの基礎等を学ぶ講座を開設するもの

新

・教員のUIJターンを促進するため、東京、京都、名古屋において教員志望者向けのセミナーを開催するもの

新

・県・市町村窓口担当者や行政書士等を対象とした研修会を実施し、外国人相談体制を強化するもの

新

・県内企業の日本人社員を対象に外国人材とのコミュニケーション方法を身につけるための研修を実施するもの

新

・ＰＲリーフレットの配布や出張相談などセンターの一層の周知を図り、女性就業に向けた取組みを強化するもの

拡

・「空き家・空き店舗リノベーション枠」を創設し、クラウドファンディング型ふるさと納税を活用して支援するもの

拡

新

・首都圏在住の社会人女性の移住・Ｕターン促進のため、東京で本県企業の女性社員との座談会を開催するもの
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　○ 　　アジア高度人材受入事業 5,100

　○ 　　就職氷河期世代就業状況調査事業 2,000

　○ 　　富山県庁ＲＰＡ導入事業 4,900

（単位：千円）

　○ 　　上海等観光プロモーション強化事業 7,500

　○ 　　日台観光サミットフォローアップ事業 1,200

　○ 　　北陸新幹線開業５周年誘客促進事業 20,000

　○ 　　北陸新幹線敦賀延伸　観光・移住等意向調査 20,000

　○ 　　称名道路走行環境向上事業 60,000

　○ 　　富山駅付近連続立体交差事業富山地方鉄道本線高架化工事負担金【R2～8債務負担行為】 (11,700,000)

　○ 　　あいの風とやま鉄道の利便性向上対策への支援 70,000

　○ 　　富山滞在型観光促進事業 19,100

　○ 　　新元号「令和」記念　羽田便ツアー支援事業 7,000

　○ 　　「富山－羽田便」冬季乗継利用促進事業 2,000

　○ 　　オンライン旅行会社連携・冬季国内線利用促進事業 9,100

（単位：千円）

　○ 　　IoT・AIトライアル促進事業 9,000

・富山－羽田便を乗継利用する県外発の旅行商品に対して助成するもの

新

・定型業務の一部を自動化する情報技術ＲＰＡを導入し、行政事務の効率化を図るもの

新

・就職氷河期世代への支援施策検討のため、同世代の就業状況等を調査するもの

新

３ 観光振興、魅力あるまちづくり、空港の利用促進

・越中万葉ゆかりの地などを巡る旅行商品（羽田便利用）に対して助成するもの

新

・大連便・上海便の利用促進のため、本県を拠点に東京や周辺地域を周遊する旅行者に助成するもの

新

新

・バリアフリーや環境に配慮したグリーンスローモビリティの運行に向け、安全確保に必要な道路改修を行うもの

新

・東京駅で飲食店フェア等を開催するとともに、北陸新幹線敦賀延伸も見据え関西でＰＲイベントを実施するもの

新

・サミット参加の旅行会社等を訪問し、新たな旅行商品造成に必要な観光素材等をＰＲするもの

新

・上海・北京の旅行会社を招聘し本県の観光素材等をＰＲするとともに、上海で観光ＰＲイベントを実施するもの

新

新

・券売機をＩＣカードに対応させるためのシステム改修を支援するもの

・富山－羽田便、札幌便利用の旅行商品に対して助成するとともに、旅行会社ＷＥＢサイトでＰＲを実施するもの

新

４ 地域産業の活性化と農林水産業の振興

新新

・富山地方鉄道本線の高架化工事に対する負担金

・2022年度末（予定）の北陸新幹線敦賀延伸に向けて、観光誘客や移住、企業立地等の意向を調査するもの

新

・IoTやAI導入に向けた経営者向けセミナーを開催するとともに、試験的な導入に対して支援するもの

新

・ベトナムの理系大学生を対象に、県内企業への就職に向けた現地選考と日本語研修等を実施するもの

新
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　○ 　　クリエイティブ・デザイン・ハブ研究開発事業 6,000

　○ 　　2019PIC/S総会開催記念シンポジウム開催事業 1,700

　○ 　　水素エネルギーシンポジウム開催事業 2,400

　○ 　　冬期林業活性化総合対策事業 5,000

　○ 　　サスティナブルな「富山のさかな」普及啓発事業 1,500

　○ 　　農福連携推進検討事業 1,100

　○ 　　豚コレラ緊急対策事業＜再掲＞ 24,589

（単位：千円）

　○ 　　武道館機能を有する多目的施設整備基本計画策定事業 17,000

　○ 　　東京2020オリンピック富山県聖火リレー準備事業 9,500

　○ 　　南砺福野高校の実習棟整備 18,285

　○ 　　中央農業高校の実習用トラクター整備事業　【R2～R9債務負担行為】 (21,920)

　○ 　　新元号「令和」記念　富山の文化魅力発信事業 5,500

（単位：千円）

　○ 　　へき地医療拠点病院設備整備支援事業 56,000

　○ 富山型がん診療体制整備事業 1,500

　○ 老人福祉施設等整備支援事業 45,000

【R2債務負担行為347,715】

・本県でのPIC/Sの総会・セミナー開催に併せて、県内製薬企業向けシンポジウムを開催するもの

新

・冬期間における事業体間の労働力融通や連携定着、作業道等の凍結・泥濘化対策に対して支援するもの

新

・先端技術とデザインの融合による新製品開発推進のため、モビリティ（自動運転カート）の試作・実証を行うもの

新

・越中万葉をはじめ食文化を含めた富山の文化の魅力を発信する講演会を東京や県内で開催するもの

新

・既存農機の老朽化や農機の大型化に対応するため実習用トラクターをリース契約により更新するもの

新

・食品加工や介護の実習室、ビームライフル場を備えた実習棟を整備するもの

新

・本県での聖火リレー実施に係る計画策定や運営業務委託など開催準備を推進するもの

拡

・整備に向けた立地場所の選定、必要な規模・設備・機能の仕様、管理運営についての基本計画を策定するもの

新

・特別養護老人ホームの新棟整備を支援するもの

・富山労災病院におけるがん診療地域連携拠点病院（県指定）としての取組みを支援するもの

・へき地医療拠点病院における高度医療機器の整備を支援するもの

拡

６ 医療・福祉の充実と環境の保全

５ スポーツ・教育・文化の振興

新

・野生いのししの捕獲強化のため、捕獲強化活動費の上乗せ、検査提供経費への支援等を行うもの

・「富山のさかな」の付加価値向上を図るため、水産エコラベル認証取得経費に対して助成するもの

新

・農業経営体と障害者施設のマッチングなどの推進方策検討のため、検討会議やニーズ調査などを実施するもの

新

・北陸初となる商用水素ステーション開設に併せて、水素利用の普及を図るためのシンポジウムを開催するもの

新

新
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　○ 　　児童虐待防止対策・社会的養育推進計画検討委員会の開催 1,450

　○ 　　児童相談所機能強化事業 11,900

　○ 　　ひきこもりに関する実態調査 7,500

　○ 　　農福連携推進検討事業＜再掲＞ 1,100

　○ 　　プラスチックトレイ削減・転換推進事業 1,500

　○ 　　食品ロス・食品廃棄物削減対策事業 7,900

　○ 　　サスティナブルな「富山のさかな」普及啓発事業＜再掲＞ 1,500

　○ 　　水素エネルギーシンポジウム開催事業＜再掲＞ 2,400

　○ 道路事業、河川事業、砂防事業、土地改良事業など公共事業の拡充 6,508,891

＜主な内訳：別紙参照＞

　・道路（2,894,000高岡環状線等）、河川（1,157,500角川等）、土地改良（1,400,000出島地区等）など

　○ 県単独の道路橋りょう整備、河川海岸整備、学校環境整備等の追加＜一部再掲＞ 3,800,000

＜主な内訳：別紙参照＞

　■県単独道路･河川等災害未然防止緊急特別対策事業 1,030,000
　　　＜主な内訳＞

1,030,000
　　　＜主な内訳＞

　○ 　　道路事業など公共事業に係る繰越明許費の設定 (6,508,891)

　・道路橋りょう整備（2,167,000）、河川海岸整備（439,000）、治山・農業農村・森林整備（200,000）、
　　県立学校修繕（200,000）、スポーツ施設改修（50,000）、信号機（40,000） など

　■ 地方創生推進基盤整備事業 

　　　　・道路橋りょう整備（900,000）　・農業農村･森林整備（70,000）　・公共施設バリアフリー化（60,000）

　　　　・道路法面対策等（340,000） ・河川施設修繕等（315,000） ・砂防施設修繕等（185,000）

・地域の生活基盤の整備、災害に強い強靭な県土づくりのほか、地方創生を支える社会基盤の整備を促進するもの

・国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」の予算を活用し、社会基盤の整備を促進するもの

上記の内数

７ 社会基盤、生活基盤の整備

・北陸初となる商用水素ステーション開設に併せて、水素利用の普及を図るためのシンポジウムを開催するもの

新

・消費者向けの普及啓発ＣＭの制作・放送や小売店における啓発、英語版啓発資材の制作・ＰＲを行うもの

拡

・ひきこもり当事者数を推計調査するとともに、当事者支援ニーズ調査を実施するもの

新

・相談業務の迅速化・効率化に向けたシステム構築や、相談対応職員の資質向上のための研修等を実施するもの

新

・「富山のさかな」の付加価値向上を図るため、水産エコラベル認証取得経費に対して助成するもの

新

・９月補正に係る公共事業の工事について、繰越明許費を設定し、早期発注と施工時期の平準化、計画的な執行

を進めるもの

新

・プラスチックトレイの削減を推進するため、小売店での食品トレイの使用実態や削減の課題を調査するもの

新

・農業経営体と障害者施設のマッチングなどの推進方策検討のため、検討会議やニーズ調査などを実施するもの

新

・児童相談所の体制強化や関係機関との連携強化、社会的養育推進計画の策定について検討を行うもの

新
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　○ 平成30年度決算剰余金の基金への積立て 360,000

８ その他
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